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１ ３ 規 程 第 ３ ２ 号

平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日

受託研究実施規程

（目的）

第１条 この規程は、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機

構」という。）が業務方法書第３５条の規定及び中長期計画により行う試験及び研究並

びに調査等の業務（以下「研究等」という。）の受託について、その取扱いに関し必要

な事項を定め、もってその適正な運営に資することを目的とする。

（受託契約）

第２条 理事長は、研究等について依頼があった場合には、当該研究等が国立研究開発法

人農業・食品産業技術総合研究機構法（平成１１年法律第１９２号。以下「研究機構

法」という。）第４条に規定する目的に沿ったものであるかを検討の上、当該研究等を

受託することが適当であると判断したときには、当該研究等を委託する者（以下「委託

者」という。）と業務方法書第３６条第１項に規定する当該研究等の受託に関する契約

（以下「受託契約」という。）を締結するものとする。

２ 理事長は、前項の受託契約を締結しようとする場合は、受託契約書において、次に掲

げる事項を定めるものとする。

一 受託に係る研究等の課題

二 受託に係る研究等の内容に関する事項

三 受託に係る研究等を実施する場所及び方法に関する事項

四 受託契約の期間及びその解除に関する事項

五 受託に係る研究等の結果の報告に関する事項

六 受託に係る研究等の実施に要する経費の額並びに支払の時期及び方法に関する事項

七 受託した研究等の結果の取扱方法及びその結果が知的財産権の対象となったときの

その帰属及び実施に関する事項

八 その他必要な事項

３ 受託する研究等が簡単な調査、技術指導、講習等（以下「調査等」という。）である

場合にあっては、当該調査等について必要な事項を記載した委託者からの申請書の提出

及びこれに対する理事長からの応諾書の送付をもって、当該受託契約とすることができ

る。

４ 受託する研究等が技術相談に係るものである場合にあっては、前２項の規定にかかわ

らず、理事長が別に定めるところにより実施するものとする。

５ 理事長は、前各項の規定にかかわらず国が委託するプロジェクト研究費、競争的資金

等その他の外部資金に係る事業に応募し、採択された場合には、当該事業の応募要領そ

の他実施機関が定めるところにより当該事業に係る研究等の受託に関する契約を締結す

ることができる。
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（受託研究等に要する経費の額）

第３条 受託に係る研究等の実施に要する経費の額については、次の各号に掲げる受託す

る業務の区分に応じ、当該各号に定める額とする。ただし、前条第４項に規定する技術

相談に係るものについては、理事長が別に定める額とする。

一 受託する業務が研究機構法第１４条第２項第１号から第３号までに掲げる業務に係

るものである場合 農研機構と委託者との間で協議して決定する額

二 受託する業務が前号に掲げる業務以外のものである場合 別表に定める基準により

算出される額

三 受託する業務が前条第５項による場合 実施機関が定める額の範囲内の額

（経費の納付の時期及び方法）

第４条 委託者は、第２条第５項に定める場合を除き、受託契約の締結後、遅滞なく、受

託契約に定める経費の概算額を納付しなければならない。

２ 前項の概算額の納付は、農研機構が発行する請求書に基づき、銀行振込により行わな

ければならない。

（試験研究の中止）

第５条 理事長は、農研機構の業務に支障があるため、又は天災地変その他やむを得ない

事由により、受託契約により受託した研究等（以下「受託研究」という。）の継続が困

難となったときは、委託者と協議の上、当該受託研究を中止することができる。

（研究結果等の通知）

第６条 理事長は、受託研究を終了し、又は中止したときは、遅滞なく、その結果を委託

者に通知するものとする。

（精算）

第７条 理事長は、受託研究を終了し、又は中止したときは、遅滞なく、第４条の規定に

より納付を受けた経費の概算額を精算するものとする。

（特許権等の帰属）

第８条 受託研究に係る発明の特許を受ける権利又はこれに基づく特許権（以下「特許権

等」という。）は、第２条第５項に定めるものを除き、農研機構に帰属する。

２ 農研機構は、必要があると認める場合には、第２条第５項に定めるものを除き、特許

権等を委託者と共有することができる。

（独占的実施権）

第９条 農研機構は、前条第１項の規定により農研機構に帰属した特許権等について、委

託者又は委託者の指定する者（以下「委託者等」という。）に限り、希望する場合には

実施の許諾に関する契約の締結の日から１０年を超えない範囲内において、独占的に実

施する権利（以下「独占的実施権」という。）を付与することができる。
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２ 農研機構は、前条第２項の規定により委託者と共有した特許権等（以下「共有に係る

特許権等」という。）について、委託者等に限り、希望する場合には実施の許諾に関す

る契約の締結の日から１０年を超えない範囲内において、独占的実施権を付与すること

ができる。

３ 農研機構は、委託者等から独占的に実施する期間の延長の申し出があった場合におい

て、当該期間を延長する必要があると認めるときは、これを延長することができる。

（第三者に対する実施の許諾）

第１０条 農研機構は、委託者等に独占的実施権を許諾した場合において、委託者等が独

占的実施権の許諾から３年間、正当な理由なく実施しないときは、独占的実施権の付与

を中止し、委託者等以外の者（以下「第三者」という。）に対し、当該特許権の実施を

許諾することができる。

２ 農研機構は、委託者が共有に係る特許権等を出願から３年以内に正当な理由なく実施

しないときは、第三者に対し、当該特許権の実施を許諾することができるものとし、そ

の旨を受託契約書に明記するものとする。

３ 農研機構は、委託者等に独占的実施権を付与したことにより、公共の利益が著しく損

なわれると認められるときは、独占的実施権の付与を中止し、第三者に対し、当該特許

権等の実施を許諾することができる。

（実施料）

第１１条 農研機構は、委託者が共有に係る特許権等を実施するときは、当該共有に係る

特許権等の実施の許諾に関する契約で定める当該権利に係る農研機構の持分に応じた実

施料を徴収する。

２ 共有に係る特許権等について、委託者の指定する者又は第三者から徴収する実施料

は、当該権利に係る持分に応じ、農研機構及び委託者に帰属するものとする。

（規定の準用）

第１２条 第８条から前条までの規定（著作権にあってはプログラム及びデータベースに

限る。）は、受託研究に係る特許権以外の知的財産権を受ける権利又は特許権以外の知

的財産権について準用する。

（秘密の保持）

第１３条 農研機構及び委託者は、受託研究において知り得た一切の情報を秘密とし、第

三者に開示又は漏洩してはならない。ただし、それらの情報が次の各号のいずれかに該

当するものである場合は、この限りでない。

一 農研機構及び委託者の責によらず、公知の情報となったもの

二 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であるもの

三 受託研究の相手方から情報を入手した時点で既に保有していた情報であるもの

四 受託研究の相手方から事前に書面により第三者に開示する同意を得た情報であるも

の
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五 受託研究の相手方から知り得た情報によらないで独自に創出又は発見したことが書

面により立証できるもの

（研究成果の公表）

第１４条 農研機構は、原則として、受託研究に係る研究成果を公表するものとする。た

だし、委託者から公表しないよう申出があった場合には、公表しないこととすることが

できる。

２ 理事長は、前項の規定により受託研究に係る研究成果を公表する場合には、その内容

及び時期について、委託者と協議の上、これを決定するものとする。

（外国機関からの受託研究における取扱いの特例）

第１５条 農研機構は、外国の試験研究機関（試験研究を実施する外国の政府、州又は自

治体の機関、大学その他試験研究機関をいう。以下同じ。）からの受託研究において、

第８条から第１２条までの規定によることが困難であると認めるものについては、これ

を適用しないことができる。

（調査等に係る旅費の特例等）

第１６条 理事長は、調査等が次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定め

る額をもって受託研究等に要する経費の額とすることができる。

一 国、農林水産省が所管する他の独立行政法人又は独立行政法人国際協力機構からの

受託であって、調査等に要する経費が旅費のみであり、かつ、当該経費が委託者の定

めにより調査等をする職員に対し直接支払われる場合 当該職員に支払われる額

二 独立行政法人（前号の独立行政法人を除く。）、国立大学法人、大学共同利用機関

法人、地方公共団体、地方独立行政法人又はその他の法令に基づく公法人（国家公務

員退職手当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）第９条の２に規定する法人をい

う。以下同じ。）からの受託であって、調査等に要する旅費の額が委託者の定めによ

って旅費規程（１８規程第９２号）によることができない旨の申出があった場合 農

研機構と委託者が協議して決定する額

２ 前項第１号に該当する場合における出張の取扱いについては、旅費規程第４０条第１

項の適用を受けるものとする。なお、この場合の委託者に対する応諾の回答文書には

「職員は、旅費を除き、その謝礼として贈られる謝金等は受給することができない」旨

を明記するものとする。

３ 第１項第２号に該当する場合における出張の取扱いについては、同号の規定により協

議して決定する額（その額が旅費規程により算定する額を超える場合は、当該旅費規程

により算定した額）により旅費を支払うものとする。この場合の出張旅費に係る旅費請

求書の備考欄に「協議により金額修正」と明記するものとする。

（権限の委任）

第１７条 理事長は、研究所（組織規程（２７規程第１３９号）第５条に規定する研究所

をいう。以下同じ。）の長に、それぞれ当該研究所が実施する受託研究に係る第２条か
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ら第７条までに定める事項に関する権限を委任することができる。

２ 前項の規定により権限を委任された研究所の長は、同項の規定に基づき受託契約を締

結しようとする場合において、委託者が外国の試験研究機関であるときは、あらかじ

め、理事長に協議しなければならない。

（契約内容の報告）

第１８条 研究所の長は、前条第１項の規定に基づき締結した受託研究契約の内容を、速

やかに、理事長に報告するものとする。

（適用除外）

第１９条 農研機構は、次の各号のいずれかに該当するときは、第３条、第４条及び第８

条から第１２条までの規定を受託研究又は委託者に対して適用しないことができる。

一 独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、地方公共団体、地方独立行

政法人及びその他の法令に基づく公法人からの委託又は再委託である場合

二 受託研究契約の締結前に、その相手方から第１１条第１項の規定に基づき農研機構

が徴収することとしている実施料についてその支払いを拒む旨の申出があった場合に

おいて、当該受託研究を推進する上でそのことについてやむを得ないと研究所の長が

認めるとき

三 その他特別な事情があるとき

２ 研究所の長は、前項第２号の規定に該当し、同項本文の規定の適用を受けようとする

場合は、あらかじめ別記様式の受託研究契約適用除外申請書を理事長に提出し、その承

認を得るものとする。

（情報システムによる手続）

第２０条 この規程に基づく提出、通知等の手続は、情報システム（情報システム利用規

程（２０規程第１１４号）第２条第８号に規定する情報システムをいう。）を使用する

方法により行うことができる。

２ 前項の情報システムを使用する方法により行われた手続は、情報システムに係る電子

計算機に備えられたファイルへの記録がされたときに行われたものとみなす。

（その他）

第２１条 この規程に定めるもののほか、受託研究の実施に関し必要な事項は、理事長が

別に定める。

附 則

この規程は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則（平成15.10.1 規程第32-1号）

この規程は、平成１５年１０月１日から施行する。
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附 則（平成16.4.1 規程第32-2号）

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成17.4.1 規程第32-3号）

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則（平成18.4.1 規程第32-4号）

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成19.4.1 規程第32-5号）

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成20.4.1 規程第32-6号）

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成20.10.1 規程第32-7号）

この規程は、平成２０年１０月１日から施行する。

附 則（平成20.12.1 規程第32-8号）

この規程は、平成２０年１２月１日から施行する。

附 則（平成27.4.1 27-3規程第32-9号）

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成28.4.1 28-7規程第32-10号）

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成29.3.30 28-44規程第32-11号）

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、この規程による改正後の受託

研究実施規程の別表は、平成２９年６月１日以後に締結する受託契約から適用する。

附 則（平成30.4.1 30-7規程第32-12号）

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（令和元.12.23 31-19規程第32-13号）

この規程は、令和元年１２月２３日から施行する。

附 則（令和3.4.1 03-9規程第32-14号）

この規程は、令和３年４月１日から施行する。
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別表（第３条第２号関係）

委 託 者 国、独立行政法人、国立大学法人、大学

共同利用機関法人、地方公共団体、地方

独立行政法人、その他の法令に基づく公 そ の 他 の 者

法人及び研究所の長が必要と認める法人

経 費 等

試 直 賃金、消耗品、印刷製本費、通信運搬

験 費、光熱水料、借料損料、雑役務費、備
試験研究費 同 左

研 接 品費等受託研究に直接必要な経費（消費

究 税及び地方消費税を含む）

及 経

び 旅費規程（１８規程第９２号）による受

調 費 旅 費 同 左

査 託研究に必要な旅費の額

等

に 直接経費に１５％を乗じた額 直接経費に１５％を乗じた額

必 ただし、間接経費の負担が困難である等 （その額が5,000円に満たない

要 間 接 経 費 委託者側に特別の事情がある場合には、 場合は5,000円）

な 委託者と協議の上、決定した額とするこ

経 とができる。

費

注１ 受託研究が競争的資金制度若しくはこれに類する制度又は事業によるものであり、その要領等に

より別段の定めがある場合の間接経費については、この表による額にはよらず、当該制度等に定め

られた率等から算出される額とすることができる。

２ 間接経費とは、当該研究遂行に関連して間接的に必要となる農研機構の管理等に必要な経費をい

う。
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別記様式（第１９条第２項関係）

（元号） 年 月 日

受託研究契約適用除外申請書

農業・食品産業技術総合研究機構

理事長 殿

研究所の長

受託研究実施規程第１９条第２項の規定に基づき、実施料を受け取らない受託研究

について、下記のとおり申請します。

記

１．受託研究参加研究員の代表者の氏名・所属

氏名：

所属：

２．受託研究の課題名

３．受託研究相手方企業名

４．受託研究を行う理由

□企業等からの申し込み

□国からの委託に基づく受託研究

□資金提供団体からの委託に基づく受託研究

□その他（ ）

５．受託研究課題に関連した基本特許

□ある（特許等番号・名称： ）

□なし

６．企業等からの研究資金の提供

□ある（金額： 円）

□なし

７．研究所が充当する研究予算額

□ある（金額： 円）

□なし
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８．受託研究参加研究員 氏名・所属（農研機構のみ記載）

氏名：

所属：

９．研究期間及び開始予定日

（元号） 年度～（元号） 年度（ 年間）

開始予定日：（元号） 年 月 日

10．研究目的

11．受託内容及び実施体制

研究項目 担当機関等 研究内容

（１） （１）

（２） （２）

12．研究所における受託研究の位置付け（メリット、重要性、戦略性、新たな研究課

題又は受託研究等への展開等を記載）

13．研究成果をどの様な方法で社会に還元するのか（製品化、技術移転等の実用化の

具体的な見通しを記載）

14．受託研究の最終目標（技術の確立、製品化、技術移転等を記載）

15．受託研究相手方企業等は、下記の①と②に同意しているかの確認

①共有特許を実施した場合、実施の実績報告書を提出すること

□同意している □同意していない

②非独占的実施の場合は、第三者に実施させることに同意すること

□同意している □同意していない

16．その他

17．添付資料

□確認書（附属様式１：実施料を受け取らないことの了解を証する書面）

□受託研究の概念図
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附属様式１

（元号） 年 月 日

農業・食品産業技術総合研究機構理事長 殿

確 認 書

研究所：

所 属：

氏 名：

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機構」という。）

と（ ）との受託研究契約「課題名 」の締結につい

て、農研機構と（ ）が当該受託研究の実施により発明した場合における

共有に係る知的財産権を、共有者が非独占的に実施した場合に、農研機構が実施料を

受け取らないことから、実施補償金の支払いが当該共同研究に限って行われないこと

について、同意します。


